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北海道大学大学院教育学研究院紀要
第137号　　2020年12月

高校における学校適応研究の過去10年の動向と課題

渡　邉　　　仁*

問題と目的

　高等学校（以下高校）は小中学校とは異なり，義務教育段階ではないが，高校に進学する
中学生の割合は98.8%となっており（文部科学省，2019），ほとんどの中学生が高校に進学し
ているといえる。高校においても小中学校と同じく，不登校や学校不適応等の問題があるが，
高校の場合は不登校や学校不適応になってしまうと，履修や習得ができずに原級留置（いわ
ゆる留年）や中途退学（以下中退）に繋がってしまい，将来に対する不利益に直結してしま
うところが義務教育とは大きく異なる点である。最近10年間で中退率は2.0%から1.4%と減少
しているが，課程別にみていくと全日制課程（以下全日制）が1.0%に対し，通信制課程（以
下通信制）が5.4%，定時制課程（以下定時制）が9.1%と，大きく状況が異なる（文部科学省，
2018）。また全日制の中でも，大学への進学率が低い非進学校と呼ばれる学校では中退や学
校不適応が発生することが多いと指摘されている（那須，1991）。近年，中退率は高くなくとも，
学校不適応に関する問題は，大学への進学率が高い進学校や，生徒の学力は中位で様々な進
路意識をもつ進路多様校でもその対応に苦慮している現状がある（横島，2009）。中退事由を
みると，進路変更が35.3%と最も多く，次いで学校生活・学業不適応が34.2%と続いている（文
部科学省，2018）。進路変更の中には，学校生活・学業不適応となった結果，進路を変更した
者も含まれることが考えられることから（藤原・河村，2014c），中退する者の多くが学校適
応に問題を抱えていたといえる。したがって，高校における学校適応は中退やその後の進路
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【要旨】　本研究では，国内外の高校における学校適応研究の研究動向を掴み，
今後の研究課題を指摘することを目的とした。具体的には，学校適応の実態把握，
関連要因，学校適応が他の問題に及ぼす影響を検討した研究を概観した。その
結果，学校タイプや学年によって生徒の学校適応の様相が異なり，学校適応の
関連要因は多岐にわたっていることが示唆されていた。また，在学中の学校適
応が卒業後にまで影響していることが指摘されていた。社会的背景に困難を
抱える生徒が多い非進学校では，生徒は入学してすぐに学校適応問題に直面し，
教師の働きかけによって適応することもあれば，留年や中退することもある。
しかし，これまでの学校適応研究では教師側の視点や生徒の社会的背景，留年
や中退等は検討されていない。したがって，今後は高校の多様性や学年差を考
慮し，留年や中退も視野に入れ，教師側の視点や生徒の社会的背景をみる観点
から検討する必要性が示唆された。

【キーワード】学校適応　高校　学校不適応　中退　レビュー
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に関係しており，最終的な教育達成に及ぼす影響も無視できない（古田，2012）。
　これまでの高校における学校適応研究は，学校適応を測る尺度を作成した研究が多くある

（河村，1999b; 浅川・森井・古川・上地，2002; 大久保，2005）。また，それらの尺度を活用し
て関連要因を検討した研究はあるが（藤原・河村，2017; 島田・市原・森山，2010; 堀田・石津，
2018），学校適応をそれぞれ異なる観点から検討しており，学校適応の定義を明確にしていな
い研究もある。そのため，何をもって生徒が学校に適応しているとするのかについては統一
された見解が得られていない（Ladd, 1996）。
　また，高校生を対象とした学校適応研究は小学生や中学生を対象とする研究よりも少ない
上に（堀田・石津，2017），高校は全日制・定時制・通信制というように課程が分かれている
など，学校によって特性が大きく異なり，ある学校の学校適応に関する結果を，そのまま他
の学校の適応へと一般化できない問題がある（藤原・河村，2014c）。そのため，どのような
高校の学校適応がわかっていて，どのような高校の学校適応がわかっていないのか等，丁寧
に実態を明らかにする必要がある。
　さらに，学校適応研究の動向を概観して学校適応の関連要因を整理したレビュー論文はい
くつかあるが，小学生や中学生を対象とした学校適応の関連要因を概観していたり（熊谷・
橋本，2016; 水野，2016），関連要因を学級雰囲気に絞って検討していた（樋掛・内山，2012）。
高校における学校適応研究の動向を概観して関連要因を整理したレビュー論文は非常に少な
いことから（藤原・河村，2014c），高校における学校適応の関連要因は十分に整理されてい
ないといえる。
　そして前述したように，学校適応は中退や卒業後の進路に関係しており，これが最終的な
教育達成に及ぼす影響も無視できない（古田，2012）。一方，知念（2018）が「やんちゃな子
ら」を対象に学校在学中から学校を離れた後までをフィールドワークで縦断的に調査した結
果，中退した者が安定した職業に就くケースがある一方，学校を卒業した者が転々と職を変
えて不安定な生活を送っているケースもあり，必ずしも学校を卒業した者が社会でも適応す
るわけではないことを指摘している。さらに，深谷・丸山（2011）が高校を卒業した者と中
退した者を在学中の学校生活において比較した結果，中退者に学級生活不満足群が多いとは
言えず，学校生活意欲にも差はないことを明らかにしている。そのため，学校適応が中退や
社会適応等とどのような関係になっているのかを検討する必要がある。
　そこで本研究では，国内外の高校における学校適応研究を整理することで，現在の研究動
向を掴み，研究課題の指摘及び今後の方向性について展望することが目的である。先行研究
を対象とする期間については，藤原・河村（2014c）が1980年から2012年の間の高校におけ
る学校適応研究動向を検討していることから，2013年以降の動向も把握する必要がある。よっ
て，2013年の前後合わせて過去10年を対象とすることとする。具体的には，まず多様化しつ
つある学校適応の観点を整理し，学校適応の実態把握に関する研究を概観する。さらに，学
校適応の関連要因を整理し，学校適応が要因となって他の問題に及ぼす影響を検討した研究
を概観する。そして最終的に研究課題の指摘及び今後の方向性を検討する。
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方法

　本研究のテーマと関連する文献について，国内の研究はNII論文情報ナビゲータ（以下
CiNii），独立行政法人科学技術振興機構のJ-STAGEを用いて文献検索を行った。また国外の
研究はClarivate Analytics制作のWeb of Scienceを用いて文献検索を行った。なお，学校適応
研究の動向を検討するために，学校適応に関するキーワードをタイトルに対して用いること
で，学校適応を主題として検討している研究を検索した。具体的には，CiNii及びJ-STAGEで
は「学校適応」「学校適応感」「学校不適応」をキーワードとして用いた。Web of Scienceでは，

「high school」「adaptation」「adjustment」をキーワードとして用いた。
　文献検索にあたって，本研究では調査の対象が高校生または高校生の時を回想して答えて
いること，学校適応に関する研究であること，2010年から2019年までの10年の間に論文が刊
行されていることを条件とし文献の検索を行った。
　また，検索した文献のうち，特集，週刊誌，月刊誌，学会報告及び学会発表要旨は除外した。
さらに，国外の研究については，国内には当てはまりにくい，宗教や民族間を比較する研究
も除外した。そして，残った研究のタイトルと抄録から内容を特定し，研究目的に関連する
研究に絞った後，全文を精読して研究の抽出を行った。

結果と考察

１．過去10年間における学校適応研究
　過去10年間における高校生を対象とした国内と国外の学校適応研究は，Table 1～ 2に示す
通りであった。なお，空欄は論文中内に記述がなかったことを表す。

Table 1　国内における学校適応研究

著者 出版
対象校 対象学年

着目点 検討内容
課程 特性 校数 学年 学年差

河村・藤原 2010

進学校 3校

1～ 3年生 検討あり 進学率による違い 実態把握進路多様校 12校

非進学校 7校

川俣 2014 1校 3年生 スクールカウンセラー 実態把握

鈴木・森田 2015 記述なし 1～ 3年生 不適応プロセス 実態把握

敦川・花屋 2016
進学校 1校 2年生

教育相談 実態把握
1校 1年生

堀田・石津 2017
全日制 1校

1～ 3年生 課程による違い 実態把握
定時制 1校

三浦・林他 2019

偏差値61以上 46校

養護教諭 偏差値による違い 実態把握
偏差値51～ 60 58校

偏差値50以下 91校

29校

熊谷 2010
専門学科

2年生 部活動 学校関連
普通科

菅沼 2013 レビュー論文のため対象者なし 文化祭活動 学校関連
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藤原・河村 2014a

進学校 3校

1～ 3年生 スクールモラール 学校関連進路多様校 6校

非進学校 4校

藤原・河村 2014b

進学校

友人形成意欲と学習意欲 学校関連進路多様校

非進学校

富永 2014 大学生 教師との関係 学校関連

藤原・河村 2016a

進学校 3校

1～ 3年生 部活動 学校関連進路多様校 5校

非進学校 4校

藤原・河村 2016b 進路多様校 3校 1～ 3年生 部活動 学校関連

菅沼 2016 3校 1年生 文化祭活動 学校関連

石橋・淺香他 2017 中高一貫付属中等
教育学校 1校 中学1～

高校3年生 検討あり 協働学習 学校関連

小川 2017 定時制 教師と生徒の関係が
良好 1校 1年生 検討あり 社会関係資本 学校関連

藤原・河村 2017

進学校 1校

スクールモラール 学校関連進路多様校 1校

非進学校 1校

工藤・加藤 2018 2校 1～ 3年生 居場所 学校関連

竹綱・鎌原他 2010 全日制 専門学校 1校 1年生 親との関係 家庭関連

粕谷・大谷 2016 5校 1年生 IWM 家庭関連

奈須野・石田 2016 2校 1～ 3年生 家族機能 家庭関連

古田 2012 144校 社会的背景 家庭関連

崎野 2010 3校 1～ 2年生 同調傾向 個人関連

大対 2011
1校 1年生

社会的スキル 個人関連
自立支援施設 1ヶ所 平均16歳

森・蓑崎他 2012 不登校経験
生徒多い 1校 1～ 2年生 ソーシャルスキル

トレーニング 個人関連

廣崎・瀬戸 2014 大学生 こだわり 個人関連

大橋 2014 通信制 1校 1～ 3年生 検討あり レジリエンス 個人関連

大橋・金子 2015 通信制 不登校経験
生徒多い 1校 1年生 検討あり レジリエンス 個人関連

大橋・金子 2016 通信制 不登校経験
生徒多い 1校 1年生 検討あり レジリエンス 個人関連

金子・伊藤 2017 定時制 1校 1～ 3年生 検討あり 性格 個人関連

堀田・石津 2018
全日制 1校

1～ 3年生 スキル 個人関連
定時制 1校

宇都宮・井上 2019 定時制 1校 1～ 4年生 ソーシャルスキル
トレーニング 個人関連

島田・市原他 2010 工業高校 1校 1～ 3年生 検討あり 自己概念 他へ影響

花井 2013 工業高校 1校 1～ 3年生 キャリア選択 他へ影響

南・浅川他 2013 全日制 進路多様校 1校 1年生 キャリア意識 他へ影響

福島・小林 2015
5校

3年生 キャリア意識 他へ影響
学校適応支援高校 1校

新見・前田他 2017 進学校 1校 1～ 2年生 キャリア意識 他へ影響

三津橋・関 2018 高等学校看護 1校 1～ 5年生 検討あり 職業的アイデンティティ 他へ影響

鈴木・加藤 2019 1年生 ロールフルネス 他へ影響

藤原・河村 2014c レビュー論文のため対象者なし 学校差 レビュー
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Table 2　国外における学校適応研究

著者 出版
対象校 対象学年

着目点 検討内容
国名 特性 校数 学年 学年差

Suldo & 
Shaunessy 2013 アメリカ

大都市設置校 1校

8年生（中3） 国際バカロレアプログラム 実態把握中規模都市設置校 1校

地方設置校 1校

Feldmen, Ojanen
他 2014 アメリカ 6～ 8年生

（中1～ 3） 検討あり いじめ 学校関連

Longobardi, 
Prino他 2016 イタリア 8年生（中3） 教師との関係 学校関連

Longobardi, 
Settanni他 2019 イタリア 8年生（中3） 教師との関係 学校関連

Heo & Lee 2018 韓国 5校 10～ 11年生
（高1～ 2） 検討あり スマートフォン依存 他関連

Sandstrom & 
Cillessen 2010 アメリカ 中産階級に属する生

徒が多い学校
9～ 12年生
（高1～ 4） 社会適応 他へ影響

Dadarigashti，
Amoopour他 2016 イラン 高校1年生 自己概念 他へ影響

Zhang, Cui他 2018 中国 45校 10年生（高1） 自己概念 他へ影響

２．学校適応の観点の整理

　これまで，学校適応に関連する研究は異なる二つの観点から検討されており（石田, 2003; 
石田, 2006; 大久保, 2005），本研究で対象とした研究においても同様であった。一つ目の観
点は，学校という環境がもつ課題や要請をいかに対処するかというような，例えば友人との
関係，教師との関係や学業に焦点をあてたもの（以下，環境と個人との関係）であり（Table 
3），二つ目の観点は，学校における課題や要請に対してどのように感じているかというよう
な，例えば居心地感，享受感に焦点をあてたもの（以下，主観的な認知・評価・感情）である

（Table 4）（石田, 2009）。また，双方の観点から学校適応を検討しているものもあった。
　なお，国内の研究において，環境と個人との関係から測定している因子と主観的な認知・
評価・感情から測定している因子の間に関連があるかどうかを検討した研究はなかった。国
外の研究においては，環境と個人との関係から測定している因子と主観的な認知・評価・感
情から測定している因子の間に関連があることを明らかにしている。

Table 3　環境と個人との関係からの観点
学校適応の指標または測定尺度 著者

出席率 大橋（2014）; 大橋・金子（2015）; 大
橋・金子（2016）

評定平均 竹綱・鎌原他（2010）

規範的行動 崎野（2010）

不登校・単位取得 敦川・花屋（2016）

遅刻回数 古田（2012）

出席数・学業成績・懲戒処分 Feldmen, Ojanen他（2014）

問題行動・学業成績 Longobardi, Prino他（2016）

学習適応・ストレス管理・コミュニケーション力 Zhang, Cui他（2018）

抑うつ・内的／外的問題行動・いじめ被害・健康に影響を与える行動（喫煙等） Sandstrom & Cillessen（2010）
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友人関係の困難さ・修学上の不器用さ
発達修学困難チェックシート10項目版（松下・福森・一宮，2014） 三浦・林他（2019）

部活動への意欲・家族関係・教師との関係・学習への意欲・自己肯定感・友人関係
高校生活適応感尺度（浅川・森井・古河・上地，2002） 南・浅川他（2013）; 菅沼（2016）

学習意欲・友人関係・進路意識・教師関係・規則への態度・特別活動への態度
高校生用学校環境適応感尺度（内藤・浅川・高瀬・古川・小泉，1986） 冨永（2014）; 金子・伊藤（2017）

友人関係・学習関係・学校全体・教師関係
学校適応感尺度（石田，2009） 奈須野・石田（2016）

友人関係行動・学習行動・規律的行動
学校適応行動（大対・大竹・松見，2007） 新見・前田他（2017）

教師サポート・友人サポート・向社会的スキル・学習的適応
学校環境適応感尺度（栗原・井上，2010） 三津橋・関（2018）

学業・友人との関係・教師との関係
School Life Adjustment（Lee, Kim's, 2008） Heo & Lee（2018）

感情的問題・行動的問題・多動／不注意・友人関係・向社会的行動
Strength and Difficulties Questionnaire（Goodman, 1997） Longobardi, Settanni他（2019）

学業に対する意識
Students' adaptability questionnaire（Narimani, Rajabi, Afroz, & Samadi, 2011） Dadarigashti，Amoopour他（2016）

Table 4　主観的な認知・評価・感情からの観点
学校適応の指標または測定尺度 著者

学校生活に満足か不満足かの質問 熊谷（2010）

学校帰属意識 古田（2012）

生活満足感・非侵害的関係 三津橋・関（2018）

周囲からの人気度・周囲からの好感度 Sandstrom & Cillessen（2010）

学校に対しての感情 Dadarigashti, Amoopour他（2016）

承認・被侵害／不適応
学校生活満足度尺度（河村，1999b）

島田・市原他（2010）; 河村・藤原（2010）; 
花井（2013）; 藤原・河村（2014a）; 
藤原・河村（2014b）; 藤原・河村（2016a）; 
藤原・河村（2016b）; 藤原・河村（2017）

居心地の良さの感覚・課題／目的の存在・被信頼／受容感・劣等感の無さ
学校への適応感（大久保，2005）

廣崎・瀬戸（2014）; 石橋・淺香他
（2017）; 堀田・石津（2017）・堀田・
石津（2018）

学校肯定感・学校回避感
日本語版学校肯定感・回避感尺度（大対・堀田・竹島・松見・Lad，2006） 大対（2011）

主観的学校不適応観尺度（戸ヶ崎・秋山・嶋田・坂野，1995） 森・蓑崎（2012）

学校居心地感尺度（小林，2009） 福島・小林（2014）

不適応兆候・被受容感の乏しさ・社会的コンピテンスの不足
高校生版学校不適応感尺度（鈴木・森田，2015） 鈴木・森田（2015）; 鈴木・加藤（2019）

関係回避・学校生活への親和・期待／不安
高校入学時適応感尺度（粕谷・小野寺・大谷，2006） 粕谷・大谷（2016）

学校生活享受感尺度（古市・玉木，1994） 工藤・加藤（2018）; 菅沼（2016）

学級集団における適応感
学校たのしぃーと尺度（鹿児島県総合教育センター，2013） 宇都宮・井上（2019）

学校享受感尺度（小林・仲田，1997） 金子・伊藤（2017）

居心地の良さ・友人被受容感・学業効力感
学校適応感尺度（新見・前田・加藤，2017） 新見・前田他（2017）

Student Life Satisfaction Scale（Huebner，1991） Suldo & Shaunessy（2013）

　これまでにも学校適応の定義が一貫していないことを指摘されている中で（大対・大竹・
松見，2007），Masten, Coatsworth, Neemann, Gest, Tellegen, & Garmezy（1995）は，学校適



7高校における学校適応研究の過去10年の動向と課題

応は学業的要素，社会的要素，行動的要素の3つから構成されていることを実証し，Perry & 
Weinstein（1998）も学校適応は学業的機能，社会的機能，行動的機能の3つの機能から構成
されていると示唆している。しかし大対・大竹・松見（2007）は，これらの側面はどのよう
なバランスで学校適応を構成しているのかについては個人差や学校差があるため，どの学校
においても共通して学校適応を測ることができる，学校での居心地の良さや学校を好きだと
思うような，生徒の主観的な学校への肯定感等，学校適応を包括するものが必要であると指
摘している。特に高校においては，進学率の違い等様々な特性があることから（藤原・河村，
2014c），どの学校においても共通して学校適応を測ることができる必要がある。そこで，大
対・大竹・松見（2007）は先行研究から得られた知見をもとに学校適応の概念をまとめ，学
校適応アセスメントの理論的基盤となる3水準モデルを提唱している。それは，例えばソー
シャルスキルやレジリエンス等といったように，まず生徒の行動的機能（水準1）があり，次
にその生徒の行動が友人との関係や学業等の学校環境とどのような関係を形成しているのか
というような社会的・学業的機能（水準2）があり，最終的に生徒の行動と学校環境との間
に形成された関係の結果として，生徒が学校に対してどのような意識を持つことになるのか

（水準3）ということである。
　そこで本研究の整理（「環境と個人との関係」と「主観的な認知・評価・感情」）を大対・
大竹・松見（2007）の学校適応の3水準モデルに当てはめると，最終的に生徒が学校に対し
てどのような意識を持っているのかというような，学校での居心地の良さや学校の楽しさ等
の「主観的な認知・評価・感情」が水準3にあたると考えられる。そして，友人との関係，学業，
教師との関係等の「環境と個人との関係」が水準2にあたるといえる。さらに，それぞれの先
行研究で検討されている学校適応の関連要因として扱っているソーシャルスキルやレジリエ
ンス等が水準1にあたると考えられる。
　高校の場合は各学校で特性が大きく異なることから（藤原・河村，2014c），学校タイプを
超えて学校適応を比較可能である必要がある（大対・大竹・松見，2007）。その視点で見ると，
大対・大竹・松見（2007）が指摘しているように，水準1と2は，学校のタイプによって重要
度等が大きく異なる。例えば，教師への反抗が支持されるような雰囲気の学校では，教師と
良い関係を築くことは仲間からの排斥につながる可能性もあり，学業も学校ごとに重要性は
異なっていると考えられる（大久保，2005）。したがって，本研究では，高校の学校適応を捉
えるためには，学校適応を水準3である「主観的な認知・評価・感情」の観点からみることが
ふさわしいと考える。そして，水準2にあたる「環境と個人との関係」と水準1の「生徒の行動
的機能」を学校適応の関連要因として捉え（Figure 1），以下，学校適応の現状，学校適応の関
連要因，学校適応が他の問題に与える影響について検討を加えていく。
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Figure 1 学校適応との関連

３．学校適応の現状

　上述したように，本研究では学校適応を「主観的な認知・評価・感情」の観点からみるこ
ととした。それではその観点から学校適応をみたとき，高校における学校適応の現状はどの
ように検討されてきたのだろうか。以下，学校適応の実態把握に関する研究を概観すること
で，高校における学校適応の現状を検討する。

（1）学校タイプ
　高校は様々な特性があることから（藤原・河村，2014c），本研究で対象とした研究の中に
は学校タイプによる違いを検討した研究がいくつかあった。河村・藤原（2010）は，進学率
が80%以上のいわゆる進学校，進学率が20%より多く80%未満のいわゆる進路多様校，進学率
が20%以下のいわゆる非進学校，それぞれの学校タイプに在籍している生徒の学校生活満足
度を調査している。その結果，学校生活満足度尺度の下位尺度である「承認感」「被侵害・不
適応感」には，性差，学年差，および学校タイプ差があることが明らかになった。具体的には，

「承認感」は進学校，進路多様校，非進学校の順に，「被侵害・不適応感」は非進学校，進学校，
進路多様校の順にそれぞれ得点が高かった。また，学校タイプと学校生活満足度4群（「学校
生活満足群」「非承認群」「侵害行為認知群」「学校生活不満足群」）とのχ2検定の結果，進学
校・進路多様校・非進学校において，在籍している生徒の学校生活満足度4群の出現分布に
有意な偏りが認められ，進学校には「学校生活満足群」「侵害行為認知群」に属する生徒が多
く，進路多様校には「学校生活満足群」「非承認群」に属する生徒が多く，非進学校には「非承
認群」「学校生活不満足群」に属する生徒が多かった。そのため，高校生の学校適応を促進す
るための援助は，学校タイプごとに検討を行う必要があることを示唆している。
　また，入学時の偏差値によって学校タイプを分けている研究もあった。三浦・林・廣野・
渕上・竹達・堂山（2019）は，入試時の偏差値50以下の高校，51-60の高校，61以上の高校，
記述なしの高校に勤務する養護教諭を対象に，発達障害（その可能性）のある女子高生に特
有の学校不適応の現況についての実態把握を行っている。その結果，偏差値50以下群では「周

親との関係 評定平均 学校での居心地感

家族機能 出席率 周りからの受容感

出身階層 規範的行動 周りからの承認感

学校享受感

スキル 友人との関係 学校肯定感

性格 学業 など

レジリエンス 教師との関係

こだわり 文化祭活動

同調傾向 部活動

依存 いじめ

など など

水準2：環境と個人との関係 水準3：主観的な認知・評価・感情

本研究における学校適応の観点

水準1：生徒の行動的機能

家庭の関連要因
4.(2)①～③

学校内の関連要因
4.(1)①～⑦

個人の関連要因
4.(3)①～③
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囲からの孤立」といった問題，偏差値51-60群では「逸脱行為」といった問題，偏差値61以上
群では「苦手意識」といった心理的な問題に養護教諭は対処することが多かった。そのため，
それぞれの学校のタイプに応じて，重点を置く支援内容を考慮することが，より適切な支援
実践に繋がると指摘している。
　さらに，全日制や定時制といった課程によって学校タイプを分けて学校適応の実態を検討
した研究もあった。堀田・石津（2017）は，全日制と定時制を対象に，学校への適応感得点
に加えて学校生活スキル（飯田・石隈・山口，2009）得点や「学校内外で積極的に行う活動
の有無」についても課程差があるのかを検討している。その結果，学校への適応感尺度の下
位尺度である「居心地の良さの感覚」は定時制に比べて全日制は有意に高かったが，その他
の下位尺度については有意な課程差はなかった。また，学校生活スキル得点は女子において
のみ全日制は定時制に比べて有意に高かった。「学校内外で積極的に行う活動がある」も全
日制は定時制に比べて有意に高かった。研究としては数少ない定時制に通う生徒にも焦点を
あてることで，そうした生徒の特長を十分に理解して支援していく必要性を指摘している。
　一方，国外の研究に目を向けると，国際バカロレア（以下IB）に対する参加の有無を分け
て学校適応の実態を検討した研究もあった。 Suldo & Shaunessy（2013） は，IBプログラム
を実施している中規模都市にある高校，地方にある高校，大都市にある高校を対象に，高校
入学時のIBプログラムへの参加とストレスの増加，Student Life Satisfaction Scale ，精神病理，
社会不安との関連を，一般的な教育プログラムを履修している生徒と比較して検討してい
る。その結果，IBプログラムに参加している生徒は，一般的な教育プログラムを履修してい
る生徒よりも，高校に入学する前のレベルよりも高いレベルで，ストレスを感じていた。し
かし，ストレスが高かったにも関わらず，IBプログラムに参加している生徒のStudent Life 
Satisfaction Scale ，精神病理の無さ，社会不安の無さは，一般的な教育プログラムを履修し
ている生徒と比べて有意に高かった。そのため，IBプログラムへの参加は，新入生にとって
肯定的な側面があることを示唆している。

（2）学校不適応と支援およびその課題
　学校不適応に至るプロセスや学校不適応に対する支援と課題といった学校不適応の実態
を検討している研究もあった。鈴木・森田（2015）は学校不適応に至るまでの過程を測定
できる高校生版学校不適応感尺度の作成を通して，学校不適応に至るプロセスを検討してい
る。まず初めに，中学教師を対象に，どのような状態にある生徒が心理的支援を必要として
いるかを尋ねた半構造化面接を行っている。その後，半構造化面接を基に質問項目を作成し，
高校生を対象に調査を実施している。そして因子分析の結果，＜不適応徴候＞には「情緒面」
と「行動・身体面」，＜被受容感の乏しさ＞には「友人関係の不安」と「承認欲求の高さ」，＜
社会的コンピテンスの不足＞には「コミュニケーションスキルの不足」と「問題解決能力の
不足」を採用した。そして，不適応に至るプロセスモデルについて構造方程式モデリングに
よる解析を行った結果，社会的コンピテンスが発揮されないことが，学校生活のなかで受け
いれられていない状態につながり，最終的に不適応徴候に至るプロセスを示唆している。
　また，スクールカウンセラー（以下SC）が行った教育実践についての研究もあった。川
俣（2014）は，当該生徒に対してSCを中心に環境調整および行動調整支援を行うことにより，
学校不適応感を軽減し，希望大学への進学支援を行った実践を検討している。その結果，SC
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や教育相談担当教師に求められる役割として，当該生徒が学校不適応に陥らないための環境
調整支援だけでなく，自己判断で適応的な行動を選択できる力を段階的にトレーニングして
いくといった現実場面に即した行動調整支援が求められると指摘している。
　さらに，教育相談を行うことで学校不適応支援の課題を検討した研究もあった。敦川・花
屋（2016）は，教育相談を通して生徒の環境的な適応のための支援における課題を検討して
いる。その結果，高校ならではの，生徒本人や保護者に対する支援の薄さや，進路の選択し
直しといった身分の不安定さ，及びそのような状況に置かれた本人や保護者の不安感が表れ
た。また，長期欠席や定期試験を受けていないような場合には，当該学年で定められた単位
を取得できないことから，留年することとなる。進級できないことに動揺し，登校できない
自分の現実に行き詰まっている生徒が，留年した後に再登校して卒業するという選択肢は，
現実的には非常に難しく，試そうとする以前に諦めてしまうことが多いと指摘している。

（3）学年による差
　学年による差を主題として検討した研究はなかったが，各研究の中で学年による差の実態
把握を行った研究もあった。河村・藤原（2010）が学校生活満足度尺度の学年差を検討した
結果，「被侵害・不適応感」において学年が上がるにつれて高くなっていた。そのため，1年
生は特定の仲間集団内において，自分も友人も傷つかないように配慮した関わりをしている
が，学年が上がるにつれてお互いに傷つくことがあっても本音を伝え合うような関わり方へ
変化していると推測している。

４．学校適応の関連要因

　上述したように，学校適応の実態を検討した研究を概観し，学校適応の現状を検討してき
た。その結果，学校タイプによって生徒の学校適応の様相が異なり，学校不適応については
対人関係を中心とした支援が重要であるということと，義務教育ではない高校特有の留年や
中退といった問題に直結する可能性があることが明らかとなった。それでは，学校適応には
どのような関連要因が検討されてきたのだろうか。学校適応の関連要因を，前述した学校適
応の3水準モデル（大対・大竹・松見，2007）に基づいて整理すると，生徒の行動的機能（水
準1）はスキル等の個人の関連要因があると考えられる。また，生徒の行動的機能は家庭か
ら長期間に渡って影響を受けていることから（Bourdieu, Passeron，1970/1991），家庭の関連
要因も水準1にあたるといえる。さらに環境と個人との関係である水準2は，友人や教師との
関係等のような学校内の関連要因があると考えられる（Figure 1）。以下，学校適応の関連要
因を学校内の関連要因，家庭の関連要因，個人の関連要因に分けて整理し，高校における学
校適応の関連要因と課題を検討する。

（1）学校内の関連要因
①教師との関係
　学校内の関連要因の中でも，教師との関係に焦点をあてた研究があった。冨永（2014）は
女子大学生を対象に，中学時代ならびに高校時代の教師に対する信頼感との関連を検討して
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いる。その結果，高校時代の教師に対する信頼感はもちろん，中学時代の教師に対する信頼
感のあり方も，高校時代の学校環境適応感に影響していた。しかし，中学時代の教師に対す
る信頼感がネガティブなものであっても，高校時代に教師に対してポジティブな信頼感を形
成できれば，高校時代の学校環境適応感は向上していたことも示唆している。
　Longobardi, Prino, Marengo & Settanni（2016）も同様に，教師との関係との関連を中学校
から高校への移行に着目して縦断的に検討している。その結果，高校入学後において教師と
の関係が親密である生徒の学業成績は高かった。また，教師との関係が対立している生徒は，
問題行動が多かった。そのため，生徒が高校に移行する際の学校適応要因として，生徒と教
師の関係の重要性を示唆している。
　Longobardi, Settanni, Prino, Fabris & Marengo（2019）も同様に，教師との関係との関連
を中学校から高校への移行に着目して縦断的に検討している。その結果，教師と生徒の良好
な関係が，Strength and Difficulties Questionnaireと関連していた。また，教師と生徒の対立
した関係もStrength and Difficulties Questionnaire と関連していた。さらに，中学校から高
校への移行した先の教師と生徒との対立は，新しい学校の最初の年において，生徒の問題行
動を促進していた。そのため，学校移行する際の教師と生徒の関係は，生徒が学校へ適応す
る際に重要な役割があると指摘している。
②文化祭活動
　文化祭活動といった特別活動に焦点をあてた研究もあった。菅沼（2013）は文化祭活動が
学校適応にどのような影響を及ぼしているのかを検討することを目的として，先行研究を概
観している。その結果，文化祭活動を「教師（大人）の援助介入の度合い」や「他者との関わり」

「生徒のモチベーション」の3つに分類した。また，学校適応と関連している要因もそれらに
対応した「生徒に対する教師の関わり方」「友人関係」「生徒のモチベーション」の3つの要素
であると述べている。そして，今後の課題を2点挙げている。1点目は文化祭活動の内容によっ
て，学校適応に及ぼす影響はどのように異なるのかを明確に示す必要性。2点目は文化祭活
動に対する生徒の参加姿勢によって，学校適応に及ぼす影響はどのように異なるのかについ
ても明確に示す必要があると指摘している。
　菅沼（2016）も同様に文化祭活動への取り組みとの関連を検討している。その結果，クラ
スの文化祭活動での役割分担の度合いと高校生活適応感尺度は関連がなかった。しかし，ク
ラスの文化祭活動における参加姿勢と学校生活享受感尺度，高校生活適応感尺度の下位尺度
である「友人関係」との関連は見られた。そのため，文化祭活動に対して積極的に取り組ん
でいる生徒は，積極的に取り組んでいない生徒よりも，学校生活を楽しいと感じたり，友人
との付き合いに満足していたりしていると指摘している。
③部活動
　部活動に着目した研究もいくつかあった。熊谷（2010）は部活動との関連を検討した結
果，普通科でも専門学科でも，部活動加入者の方が，学校生活に満足していた。また，学校生
活の他の諸側面を考慮しても，部活動の満足度が高い生徒の方が，学校生活に満足していた。
さらに部活動の組織形態に着目した場合，専門学科では文化部加入者の方が運動部加入者よ
り学校生活に満足していた。これは，専門学科における専門系の部活動の存在などが，文化
系部活動の位置づけに影響を及ぼし，普通科との機能の違いとなってあらわれている可能性
があると述べている。そのため，従来，文化部はあまり着目されてこなかったが，その実態
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や機能はより詳細に検討する必要があると指摘している。
　藤原・河村（2016a）も部活動に焦点をあてており，先にみたように進学校，進路多様校，
非進学校を対象に，部活動との関連について学校タイプを考慮して検討している。その結果，
すべての学校タイプにおいて，部活動への積極性が高い生徒ほど，学校生活満足度尺度，学
校生活意欲尺度（河村，1999a）ともに得点が高かった。一方で，部活動への積極性が低い生
徒と不参加の生徒には，得点差は認められなかった。そのため，運動部，文化部といった部
活動の種類を問わず，部活動に積極的に参加することの重要性を指摘している。
　藤原・河村（2016b）も同様に部活動との関連を検討している。その結果，部活動の種類
に関係なく積極性高群が積極性低群と不参加群よりも学校生活満足度尺度の下位尺度である

「承認感」が高かった。また，積極性低群は不参加群よりも学校生活満足度尺度の下位尺度で
ある「被侵害・不適応感」が高く，不参加群も積極性高群より「被侵害・不適応感」が高かった。
そのため，部活動の種類に関係なく部活動に対する積極性を高めるような運営・展開方法を
検討することや，不参加者へのサポートを実施することの重要性を指摘している。
④協同作業
　協同作業に焦点をあてた研究もあった。石橋・淺香・荒井・武田・千葉・廣井・前田・秋田・ 
小国・小玉（2017）は協働学習における協同作業の認識との関連を検討している。その結果，
協働学習における協同作業認識尺度（長濱・安永・関田・甲原，2009）の下位尺度である「協
働効用感」「協働期待感」と学校への適応感尺度の各下位尺度と有意な正の相関があった。そ
のため，協働学習において，協同作業の効用や期待を感じていることが重要であると指摘し
ている。
⑤居場所
　学校での居場所に焦点をあてた研究もあった。工藤・加藤（2018）は居場所感について調
査を行い，中学生との違いを検討している。その結果，高校生の居場所感は中学生と比較す
ると居場所感尺度（石本，2010）の下位尺度である「友人自己有用感」はほぼ同じであった
が，「友人本来感」は中学生よりも低い結果となった。また，「クラス自己有用感」や「クラス
本来感」が中学生より高い結果が出ていた。そのため，高校生は友人関係において深い関係
を構築するのではなく，一体感の確認を特徴とするchum-groupから，互いに尊重し合うpeer-
groupへと移行すると指摘している。
⑥いじめ
　いじめに着目した研究もあった。Feldmen, Ojanen, Gesten, Smith, Brannick, Totura, 
Alexander, Scanga & Brown（2014）は中学時代のいじめ関与との関連を検討している。そ
の結果，中学時代のいじめ加害は高校における学業成績の低さと懲戒処分の重さと関連があ
り，女子は出席数とも関連があった。さらに，女子は高校入学時だけではなく高校在学中に
おける懲戒処分の多さとも関連があった。その一方，中学時代のいじめ被害は高校入学時の
学校適応とは関連がなかった。また，中学校初期における学業成績の低さは，高校における
懲戒処分の増加と出席率の低下と関連があった。そのため，中学校における生徒の行動と学
業成績が高校の学校適応のためには重要であり，特に女子は長期的に影響すると指摘してい
る。
⑦総合的な関連要因
　前述したような学校内の関連要因を特定のものに絞るのではなく，学校内の関連要因を総
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合的に検討した研究もあった。藤原・河村（2014a）は，先にみたように進学校，進路多様校，
非進学校を対象に，「友人との関係」「学習意欲」「教師との関係」「学級との関係」「進路意識」
からなる学校生活意欲尺度（河村，1999a）との関連について，学校タイプごとに検討してい
る。その結果，進学校では「学習意欲」が，進路多様校では「学級との関係」が，非進学校で
は「教師との関係」が，他の学校タイプよりも有意に得点が高かった。また，学校生活満足度
尺度と学校生活意欲尺度との偏相関分析の結果，進学校では「友人との関係」「学習意欲」「進
路意識」が，進路多様校では「学級との関係」が，非進学校では「教師との関係」が，「承認感」
と最も関連していた。「被侵害・不適応感」とは，すべての学校タイプにおいて，「友人との
関係」と「学級との関係」が関連していた。そのため，進学校・進路多様校・非進学校ごとに，
学校適応の促進を目的とした援助方針は異なると示唆している。
　友人関係を形成する意欲や学習意欲に焦点を当てた研究もあった。藤原・河村（2014b）は，
先にみたように進学校，進路多様校，非進学校を対象に，友人関係形成意欲，学習意欲との関
連性について，各学校の特性を考慮した上で検討している。その結果，進学校の特徴として
学習意欲が高く，友人との関わりに対しても意欲的であり，生徒同士の人間関係が良好であっ
た。その一方で，進路多様校では特徴が表れず，非進学校では，友人との関わりに意欲的な
生徒が多く，学習意欲が低い生徒が多かった。また，学校タイプに関わらず，学校生活を適
応的に過ごす上で，友人関係が重要であった。さらに，学習意欲が低い生徒が「非承認」群に
多くいることに注意する必要があり，中途退学してしまう可能性が高いと指摘している。そ
のため，学校の特性に関わらず，学習意欲が低く「非承認」群にいる生徒には，友人面と学習
面について，各学校の実態に応じた開発的な援助が必要であると述べている。
　対人関係や学業等との因果関係を詳細に検討した研究もあった。藤原・河村（2017）は，
先にみたように進学校，進路多様校，非進学校を対象に，学校生活意欲尺度が学校生活満
足度尺度に与える影響とその逆の影響の双方向の影響を考慮し，検討している。その結果，
Time 1の学校生活意欲からTime 2の学校生活満足度へは有意なパスが認められた。その一
方で，Time 1の学校生活満足度からTime 2の学校生活意欲へも有意な相互のパスが認めら
れた。そのため，一概に因果関係を想定することは難しいと述べている。
　社会関係資本を考慮して，学校内の関連要因を総合的に検討した研究もあった。小川（2017）
は，経済資本・文化資本に恵まれない生徒の学校適応支援に関して，社会関係資本の観点か
ら検討している。その結果，6つの学校適応支援の可能性が示唆された。第1は対象校で実施
されている少人数クラス，第2は対象校の弾力的なカリキュラム，第3は家族の支援，第4は友
人の支援，第5は教員の支援，第6は生徒本人の成長であった。そのため，社会関係資本概念が，
学力形成に困難を抱えているとされる高校生たちに対する支援の現状と可能性をとらえる上
で有用であることを示唆している。

（2）家庭の関連要因
①親との関係
　親との関係に着目した研究もあった。竹綱・鎌原・小方・高木・高梨（2010）は，親との
関係，入学した学校満足度と学級凝集性が，評定平均値や中退にどのように影響するのかを
検討している。その結果，2年生で中退する生徒が親との関係が良くないという特徴が見ら
れた。また，評定平均値に関しては，学校満足度が影響することが明らかとなった。そのため，
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中退する生徒や学校適応に問題が生じる生徒を早期に発見する手がかりとして，親との関係
や学校満足度が重要であると述べている。
　Bowlby（1973/1980）によって提唱された内的作業モデル（Internal Working Models, 以下
IWM）に焦点をあてた研究もあった。IWMとは愛着対象との具体的な経験の中で形成され
た愛着対象への接近可能性や愛着対象の情緒的応答性に関する表象および自分の他者への働
きかけの有効性に関する表象モデルのことである。粕谷・大谷（2016）は，「安定」「アンビ
バレント」「回避」からなるIWM尺度との関連を検討している。その結果，IWMと高校入学
時適応感尺度に有意な関連がみられた。そのため，高校入学初期の適応援助においては，入
学時の学校生活に関する適応感について留意するともに，IWMの視点から生徒のアセスメン
トをおこない，心理教育的援助の方法を工夫する必要があると指摘している。
②家族機能
　家族機能に焦点をあてた研究もあった。奈須野・石田（2016）は，家族機能との関連を検
討している。その結果，「家族間で色々なことをよく話し合う」というような，家族機能が適
応的に機能している生徒は学校適応感が良いことが明らかとなった。そのため，思春期・青
年期において，家庭における大人である親との関わりと学校場面での大人である教師との関
わりには関連があると推測している。
③出身階層
　出身階層に着目した研究もあった。古田（2012）は，OECD「生徒の学習到達度調査（PISA）」
の2003年調査を用いて，生徒の出身階層と学校のランクがどのような影響を与えているのか
を検討している。なお，生徒の出身階層は「親の学歴と職業的地位」「家庭の所有財」から構
成されている。また，学校のランクは生徒の教育期待を各学校で平均したものを指標とし
ている。その結果は次の通りであった。第1に，出身階層は生徒の学校適応に影響していた。
第2に，学校のランクが上位の学校の生徒は，学校への帰属意識が強く遅刻回数も少なかった。
第3に，学校内で学力や教育期待の相対的位置が低ければ，学校適応に問題が生じやすい。第
4に，学校内の相対的位置から生じる不満は，ランクや平均的な出身階層が高い学校で生じる
傾向が強い。第5に，学校の出身階層の多様性は学校適応に負の影響を与えていた。そのため，
生徒の日常的な不満が学校内外の要因によって重層的に構成されており，出身階層が大きく
関与していることを示唆している。

（3）個人の関連要因
①スキル
　スキルに焦点をあてた研究もあった。大対（2011）は高校に通っている一般高校生と不登
校・ひきこもりの履歴のある青年を比較して，社会的スキル尺度（嶋田，1998），ソーシャル
サポート尺度（久田・千田・簔口，1998）との関連を検討している。その結果，学校に通っ
ている一般高校生は社会的スキル尺度からソーシャルサポート尺度を媒介して日本語版学校
肯定感・回避感尺度と関連していた。また，ソーシャルサポートに関連している社会的スキ
ル尺度の下位尺度として，「アサーション」は学校に通っている一般高校生と学校に通ってい
ない不登校生徒で共通していたが，「向社会的行動」については不登校生徒のみ関連があり，
異なる結果となった。これは，学校に通っている一般高校生は主に友人がサポート源である
のに対し，学校に通っていない不登校生徒は主に教師や親がサポート源であるため，サポー
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ト源が異なり，ソーシャルサポートを得るために必要な社会的スキルについても違いが表れ
たと述べている。そのため，不登校生徒に対して学校への復帰を支援するためにソーシャル
スキルトレーニング（以下SST）を行う場合，不登校生徒のみを対象にアセスメントを実施
すると，高校へ復帰した後に必要とされる社会的スキルとは異なる結果が出る可能性がある
ことを指摘している。
　堀田・石津（2018）は全日制と定時制を対象に，学校生活スキル尺度（飯田・石隈・山口，
2009）との関連を検討している。その結果，いずれの課程でも学校生活スキル尺度が学校へ
の適応感尺度に正の影響を及ぼしていた。そのため，全日制に通う生徒であっても，定時制
に通う生徒であっても，学校適応に必要なスキルは同質であることを示唆している。
　また，スキルに関する教育実践を扱った研究もあった。森・蓑崎・森本（2012）は，SST
を実施し，その効果を検討している。その結果，社会的スキル尺度（嶋田，1998）の下位尺
度である「向社会的スキル」が高く，主観的学校不適応感尺度が低くなった。特に主観的学
校不適応感が高い生徒において，介入効果が顕著に認められると指摘している。
　宇都宮・井上（2019）も同様にSSTに関する教育実践を行い， SSTによるソーシャルスキル，
学級集団における適応感，自尊感情への効果を検討している。SSTはガイダンスとまとめの
回を含む9セッションで構成され，ターゲットスキルは，「挨拶」「自己紹介」「上手な聴き方」

「質問する」「気持ちをわかって働きかける」「やさしい頼み方」「上手な断り方」の7つである。
その結果，SSTの前後で，教師による他者評定において，「上手な聴き方」と「気持ちをわかっ
て働きかける」以外の全てのソーシャルスキルが向上したが，生徒による自己評定において
はソーシャルスキルに変化は見られなかった。また，学級集団における適応感や自尊感情に
ついては，自己評定，他者評定ともに効果がみられなかった。自己評定に変化がみられなかっ
た要因として，授業時間が40分と短く，生徒に対して十分なフィードバックが行えなかった
ことを挙げ，SSTの課題と限界であると述べている。
②パーソナリティ特性
　パーソナリティ特性に着目した研究もあった。金子・伊藤（2017）は，「内向性」「甘え・
耐性欠如」からなる性格特性尺度との関連について検討している。その結果，中学校，高校
での登校状況と性格特性には関連があり，登校状況が不調な生徒の方が，内向性が高く，内
向性の高さが登校を継続する上での困難となりやすいことを示唆している。また，学校享受
感尺度，学校生活適応感尺度の下位尺度である「友人関係」「特別活動への態度」「進路意識」

「教師との関係」は「内向性」と関連し，学校生活適応感尺度の下位尺度である「特別活動へ
の態度」「学習意欲」は「甘え・耐性欠如」と関連していた。そのため，内向性の高い生徒に
は小集団での活動の経験や活動に負担なく関われるための丁寧な導入が重要であり，甘え・
耐性欠如が高い生徒は学習や学校行事へのモチベーションを高める働きかけが重要であると
指摘している。
　また，困難な出来事を経験しても個人を精神的健康へと導く心理的特性であるレジリエン
ス（石毛・無藤，2006）に焦点をあてている研究もあった。大橋（2014）は，通信制のパフォー
マンスコースを対象に，身体活動を中心にしたパフォーマンス活動が，不登校回復のための
レジリエンス育成に寄与し，学校適応へどのように影響しているのかを検討している。なお，
パフォーマンス活動では殺陣や，100名超が同時に舞台で行うダンス・ラップなどのプログ
ラムが継続的に取り入れられている。その結果，パフォーマンスコースの不登校経験ありの
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生徒と，他のコース（総合進学，国際，ペット，福祉心理）の不登校経験なしの生徒を比較す
ると，パフォーマンスコースの生徒の出席率が高く推移していた。さらに，レジリエンスを
測定する精神的回復力尺度（小塩・中谷 ・金子 ・長峰，2002）の下位尺度である「新奇性追
求」「肯定的な未来志向」において，パフォーマンスコースの生徒の得点が他のコースよりも
高かった。したがって，パフォーマンス活動から得られる自信や，さらなる新しい活動への
欲求が自然と生まれ，深刻な出来事から前に一歩進む「新奇性追求」や，将来への希望を持つ

「肯定的な未来志向」などのレジリエンスが高くなり，出席率へ影響を与えていると示唆して
いる。
　大橋・金子（2015）も同様に，大橋（2014）と同じ学校のパフォーマンスコースを対象
に，身体の活動を取り入れたパフォーマンス活動が，不登校回復過程へのアプローチとして
どのように学校適応に繋がるのかを検討している。その結果，パフォーマンスコースの生徒
は，不登校経験の有無にかかわらず，他のコース（総合進学，国際，ペット，福祉心理）の生
徒よりも出席率は高かった。また，パフォーマンスコースの活動から得られる自信や，さら
なる新しい活動への欲求が自然と生まれていた。そのため，困難な状況にあっても，これら
パフォーマンスコースの活動によりレジリエンスが育成され，出席率の高さに繋がると指摘
している。
　大橋・金子（2016）も同様に，大橋（2014）や大橋・金子（2015）と同じ学校のパフォー
マンスコースを対象に，パフォーマンス活動や自己評価との関連を検討している。その結果，
様々な困難を抱えながらも，大変さを乗り越えた自信が生徒の自己評価を変化させ，さらに
他人に感動を与え，笑顔にできた経験が生徒の自尊感情に良い変化をもたらしていた。その
ため，パフォーマンス活動を通して1 つの舞台を作り上げていく中で，困難とそれを乗り越
える経験を繰り返し，目標を達成できた自信が自尊感情を高め，それがパフォーマンスコー
スの出席率の高さにつながっているものと推測している。
③その他
　廣崎・瀬戸（2014）は個人それぞれの生き方を支えているこだわりに着目して，全般的な
こだわり（「学習」「成績・結果」「趣味」「課外活動」「生活リズム」「容姿」）と対人関係へのこ
だわり（「友人関係」「恋愛関係」「自力解決」）からなる高校生の学校生活におけるこだわり
尺度との関連を検討している。その結果，学校への適応感尺度に対し，「学習」「趣味」「課外
活動」「生活リズム」が正の有意な関連があり，「対人関係へのこだわり」全般と「成績・結果」
が負の有意な関連があった。しかし，学校への適応感得点を低群と高群に分けて検討すると，
低群は「容姿」「課外活動」が正の有意な関連，「友人関係」「恋愛関係」が負の有意な関連が
あり，高群は「成績・結果」のみ負の有意な関連があった。そのため，高校生の学校生活にお
けるこだわりは適応的にも不適応的にも働くなど，同じ対象へのこだわりであっても生徒に
よっては適応的であったり，不適応的であったりと両方の側面を有すると指摘している。
　また，崎野（2010）は，現代の若者が仲間から浮くことを極端に嫌って常に仲間と同調し
ようとしている行動に着目して，規範的行動との関連を検討している。その結果，軽微な逸
脱を容認する意識や実際の軽微な逸脱行動傾向が，他者に合わせて行動していく同調傾向と
関係していた。そのため，高校生は人間関係の維持を最優先にする“やさしさ”といった若
者文化があるからであり，そうした若者文化の存在を視野に入れて，今後の校則や生徒指導
のあり方を考えていかなくてはならないと述べている。
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　さらに，国外ではスマートフォン依存に着目した研究もあった。Heo & Lee（2018）は，ス
マートフォン依存との関連性を調べ，セルフコントロールの媒介効果を検討している。その
結果，スマートフォン依存のリスクがある生徒において，スマートフォン依存とSchool Life 
Adjustmentは関連があったが，セルフコントロールとSchool Life Adjustmentとは関連がな
く，セルフコントロールはスマートフォン依存とSchool Life Adjustmentの関連を媒介してい
なかった。一方，スマートフォン依存のリスクがない生徒においては，スマートフォン依存
からセルフコントロールを媒介してSchool Life Adjustmentが関連していた。そのため，高
校生の学校適応を改善するには，スマートフォン依存の予防が重要であると示唆している。

５．学校適応が他の問題に及ぼす影響

　上述したように，数多く検討されている学校適応の関連要因を整理した。その結果，学校
内の関連要因，家庭の関連要因，個人の関連要因に大きく分けることができ，その分けた中
でも様々な要因が検討されていることがわかった。それでは，学校へ適応した，または適応
しなかったことで他の問題にどのような影響を及ぼしているのかを検討されてきたのだろう
か。以下，学校適応が他の問題に及ぼす影響に着目した研究を検討する。

（1）進路意識との関係
　学校適応と進路意識の関係を検討した研究がいくつかあった。花井（2013）は高校生のキャ
リア選択に学校生活満足度がどのように関連しているのかを検討した結果，学校生活満足度
尺度の下位尺度である「満足」とキャリア選択自己効力感尺度（花井，2008）の下位尺度で
ある「自己評価」が関連していた。また，学校生活満足度尺度の下位尺度である「不適応」と
キャリア選択自己効力感尺度の下位尺度である「意思決定の主体性度」が関連していた。そ
のため，生徒が日々の学校生活の中で，教師やクラスの人から認められて満足し，無視や冷
やかしを受けずに学校やクラスに居場所感をもつことが，キャリア選択にも重要であると指
摘している。
　キャリア意識に焦点をあてた研究もあった。南・浅川・新見・古川・三木（2013）は，高
校生活に対する予期不安の構造を明らかにするとともに，高校生活適応感尺度，「人間関係形
成」「情報活用」「将来設計」「意思決定」からなるキャリア意識尺度との関連を検討している。
その結果，予期不安高群において，高校生活適応感尺度の下位尺度である「自己肯定感」が5
月と比べ7月は高くなっており，高校生活適応感がキャリア意識に与える影響が5月よりも7
月の方が強くなっていた。つまり，高校入学後に自分自身と周囲の環境（例えば教師・友人
関係や学業など）を再構築しようとする働きが生じて新環境への適応が促進され，それがキャ
リア意識の向上に関与していることを示唆している。
　福島・小林（2014）も同様に，高校生のキャリア意識の変化に自己肯定感と学校居心地感
が果たす役割を検討している。その結果，キャリア意識を高める上で自己肯定感と学校居心
地感が関連していることが明らかとなった。特に自己肯定感に比べ，学校居心地感がキャリ
ア意識と強く関連していた。また，同時に検証授業も行っており，自己表現，他者とのかか
わり活動を含んだプログラム（他者との関わり合いながら活動を進める（株）電通の開発し
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た「自分探検CM」）を実施した結果を検討している。その結果，自己肯定感，学校居心地感，
キャリア意識すべてにおいて，プログラムを行う前より後の方が有意に高かった。そのため，
キャリア教育として推進されている職場体験活動だけではなく，学校への居心地感を高める
ことが高校生のキャリア形成支援に重要な役割を担うと指摘している。
　新見・前田・加藤（2017）も同様に，キャリア意識から学校適応に対しての影響（第1の方向）
と学校適応からキャリア意識に対しての影響（第2の方向）を比較して検討している。また，
学校適応の3水準モデル（大対・大竹・松見，2007）に基づき，水準によるキャリア発達度と
の関連も検討している。その結果，第1と第2の方向ともに有意な関連性が認められた。また，
適応の水準によってキャリア発達度と関連する側面が異なることが明らかとなった。その
ため，高校においてキャリア教育を実践する際に，キャリア意識を直接的に高める指導に取
り組むだけでなく，学業場面や友人関係場面における高校生の適応行動や適応状態に注目し，
それを改善していくことが間接的・媒介的に高校生のキャリア意識を高めることにつながる
と示唆している。
　キャリア教育の目的の一つである職業的アイデンティティに焦点を当てた研究もあった。
三津橋・関（2018）は職業的アイデンティティの形成において，生徒の学校環境適応感との
関連を検討している。その結果，職業的アイデンティティは学校環境適応感尺度の下位尺度
全てにおいて関連があった。そのため，学校環境適応感を向上させるための支援が結果的に
職業的アイデンティティ形成を促すことにつながることを示唆している。

（2）社会適応との関係
　国外では高校在学中の学校適応が卒業後の社会適応にどのような影響があるのかを検討し
た研究もあった。Sandstrom & Cillessen（2010）は高校卒業後の社会適応（「うつ病」「精神
病理学」「職場でのいじめ被害」「健康に影響を与える行動（喫煙等）」）との関連を検討して
いる。その結果，高校在学中の「周囲からの人気度」と高校卒業後の「健康に影響を与える行
動（喫煙等）」との間に正の関連があった。また，高校在学中の「周囲からの人気度」が低く，「関
係性攻撃の頻度」が高い男子生徒は，社会適応全てにおいて問題があった。さらに，女子の
場合は，高校在学中の「関係性攻撃の頻度」が高いと「抑うつ」を抑制するが，高校卒業後は

「職場でのいじめ被害」を高める結果となっていた。そのため，高校在学中の学校適応は，良
くも悪くも社会適応に影響を与えることがあるため，注意しなくてはならないと指摘してい
る。

（3）自己・役割との関係
　自分自身がどのような人間であるかという自己概念（梶田，1988）との関係を検討した研
究もいくつかあった。島田・市原・森山（2010）は，自己概念との関連を検討した結果，学
校生活満足度尺度の下位尺度である「被侵害・不適応」の影響力は認められなかったものの，

「承認」は自己概念に対して有意な影響力が認められた。自己概念，つまり自律性や専門性，
社会的な価値観の向上，キャリア形成や自己の振り返りの促進に寄与することを示唆してい
る。
　国外においては学業的な自己概念に焦点をあてた研究があった。Dadarigashti，Amoopour 
& Akbari（2016）は，社会保障，学業的な自己概念，学業成績との関連を検討している。そ
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の結果，Students’ adaptability questionnaireと社会保障が学業的な自己概念に影響を及ぼし
ていた。また学業的な自己概念と学業成績がStudents’ adaptability questionnaireに影響を及
ぼしていた。そのため，社会保障が学校適応や学業的な自己概念のためには重要な役割を担っ
ていることを指摘している。
　Zhang, Cui, Zhou, Cai & Liu（2018）も同様に，学業的な自己概念に着目して，数学の成績
の伸びと学校適応との関連を検討している。その結果，学校へ適応することで，学業的な自
己概念を媒介し，数学の成績に正の影響を与えていた。そのため，学校側が生徒の学業的な
自己概念を改善するために，学校適応のための心理的サポートを行うことが重要であると指
摘している。
　教育現場において，係活動や部活動など何らかの役割を通して得ることができる役割満
足感に着目した研究もあった。鈴木・加藤（2019）は，日常生活で感じる持続的な役割満足
感であるロールフルネス尺度（Kato & Suzuki，2018）への影響過程について検討している。
その結果，1年時の高校生版学校不適応感尺度の下位尺度である「社会的コンピテンス不足」
が2年時のロールフルネス尺度の下位尺度である「社会的ロールフルネス」を媒介して，3年
時の高校生版学校不適応感尺度の下位尺度である「被受容感の乏しさ」及び「不適応徴候」に
正の影響を与えていた。一方，1年時の「被受容感の乏しさ」が2年時の「不適応徴候」を媒介
して，「社会的ロールフルネス」及び「内的ロールフルネス」に負の影響を与えていることも
示された。そのため，学校不適応感が役割満足感を低減することを示唆し，学校不適応感と
役割満足感が相互に影響し合っている可能性も指摘している。

６．学校適応研究の動向と研究課題

　上述したように，学校適応が他の問題に与える影響を検討した研究を概観した。その結果，
学校適応と進路意識や卒業後の社会適応，自己概念などとの関連が検討されており，生徒の
卒業後に視点が向けられていた。また，過去10年の高校の学校適応研究における学校適応の
観点を整理し，本研究における学校適応の観点を示した。さらに，学校適応の実態把握をし
た研究，学校適応の関連要因を検討した研究，学校適応が他の問題に及ぼす影響を検討した
研究を挙げてきた。
　それでは，過去10年の高校における学校適応研究の動向を踏まえ，どのような課題がある
のだろうか。以下では，学校適応の現状，学校適応の関連要因，学校適応が他の問題に及ぼ
す影響について整理し，高校における学校適応研究の今後の課題について検討していく。

（1）学校適応の現状
①高校の多様性を考慮した分析
　学校適応の現状を検討した研究では，学校差を検討した研究が多く，進学率，偏差値，課
程によって学校タイプを分けて，学校適応の現状を検討していた。藤原・河村（2016a），藤
原・河村（2014a），藤原・河村（2014b），河村・藤原（2010）が対象校を進学率によって分け，
学校適応の関連要因を検討した研究で，それぞれの研究において進学率による学校の違いを
示唆していた。具体的には，進学校の特徴として学習意欲が高く，学習意欲や進路意識が学
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校へ適応するためには重要であった。進路多様校については学級との関係が学校へ適応す
るためには重要であった。非進学校では，学習意欲が低く，教師との関係が良好であり，教
師との関係が学校へ適応するためには重要であった。また，学校不適応にならないためには，
友人との関係を良好にすることがどの学校タイプにおいても重要であることが明らかとなっ
ていた。古田（2012）も学校ランク（生徒の教育期待を対象校毎に平均したもの）や生徒の
出身階層（親の学歴と職業的地位・家庭の所有財）を考慮して学校適応を比較検討し，各学
校の特徴を示唆していた。具体的には，学校のランクが高い学校の生徒は，学校への帰属意
識が強く，遅刻回数が少ないが，学校内で学力の相対的位置が低いと学校適応に問題が生じ
やすかった。また，生徒の出身階層が多様である学校は学校適応に問題が生じやすかった。
　藤原・河村（2014c）は，これまでの高校における学校適応研究には，調査対象校がどのよ
うな学校なのかを明らかにしていない研究や，ある1つの高校を調査対象にして検討を行っ
ている研究が多く，特定の調査対象校の結果を「高校生」の傾向として論じていることや，過
度な一般化をしていることが先行研究の課題として指摘している。本研究で対象とした研究
でも，調査した学校の特性を明らかにしていない研究，1校しか検討していない研究，調査校
の校数を明らかにしていない研究が多かった。また，高校には学ぶ時間も場所もそれぞれ異
なる，全日制，定時制，通信制といった課程があるにも関わらず（宇治橋，2018），調査校の課
程を明らかにしている研究が非常に少なかった。さらに，全日制と比べて中退率が高い定時
制や通信制（文部科学省，2018）を対象とした先行研究も非常に少なかった。そのため，学
校適応に困難を抱える生徒が多い定時制や通信制にも焦点をあてて調査数を増やすことが必
要であると考えられる。したがって，今後は少なくとも調査をした学校の特性や学校数を明
らかにした上で研究を進めていくことが必要であり，進学率別（進学校・進路多様校・非進
学校），課程別（全日制・定時制・通信制），学科別（普通科・職業科），学校設置場所別（都市・
地方・僻地）も検討を加えていくことが重要であるといえる。
②学年を考慮した分析
　中退率は1年生が一番高く，学年が上がるにつれて低くなっていることから（文部科学
省，2019），学年が上がるにつれて学校へ適応する生徒の相対的な割合は高くなることが考え
られる。また，学校不適応を理由に中退した生徒は1年生が最も多いことから（文部科学省，
2019），入学してからの1年間で学校に適応しなければ中退リスクが上がり，適応すると中退
リスクが下がることが考えられる。本研究で対象とした研究には調査対象者の学年差を検討
した研究が少なかったが，一部の研究では学年差を示唆していた（河村・藤原，2010）。その
ため，前述した大対・大竹・松見（2007）の学校適応の3水準モデルでも示唆されているように，
生徒の行動的機能が要因となり（水準1），低学年の間に環境と個人との関係において適応し

（水準2），学年が上がるにつれて生徒の主観的な認知・評価・感情において適応する（水準3）
ことが考えられる。したがって，低学年の学校適応と高学年の学校適応では質的に異なるこ
とが考えられるので，今後は学年差を考慮した学校適応を検討する必要があるといえる。
③教師側の視点
　高校は学校によって特性が大きく異なり（藤原・河村，2014c），進学校や非進学校等，学校
によって目的や役割なども異なることが考えられる。よって，教師も勤務する学校に合わせ
て，生徒に対して求めるものや指導方法等，柔軟に対応していると推測される。しかし，本
研究において教師を対象として調査した学校適応研究は少なく（三浦・林・廣野・渕上・竹
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達・堂山，2019），教師が生徒の学校適応に対してどのような意識を持ち，学校適応の関連要
因に対してどのような認識をしているのかは検討されていない。これまでにも，教師に調査
を実施して質問項目の検討をした学校適応研究や（梶原・浅川・田中・福井，2012），教師の
指導観などが生徒の学校適応へどのような影響を与えているかを検討した研究はあるが（百
渓・石倉，2019），どれも最終的には生徒側の視点に立った研究であった。教師がどのように
学校適応をとらえているのかを検討した研究は非常に少なく，小中学校の教師を対象として
いた（富家・宮前，2009）。例えば，都丸・庄司（2005）が教師は自らの視点で生徒を捉える
際，それが教師から一方的に捉えた生徒像であることを認識する必要があると指摘している
ように，教師からみて充実した学校生活を送っている生徒が，実は学校を楽しくないと思っ
ていることも十分に考えられ，その場合生徒へのサポートが行き届かない可能性がある。ま
た，生徒が低学力で，授業に対するモチベーションが低いと，教師は授業が成立していると
は思えないような状況となり，無力感や不全感を感じてしまう（太田・岡田，2014）。その場
合，生徒側の視点に立って生徒の学校適応を検討しても，教師が行う学校適応支援を検討す
ることは難しい。さらに，大久保・半澤・小泉・澤邉・江村・鹿毛・東海林（2011）が，生
徒に調査をするだけといった一元的な視点のみから学校適応を考えるだけではなく，教師側
の視点にも取り入れるなど，多元的な視野から学校適応を検討する必要があると指摘してい
る。したがって，教師の生徒に対する見方や視点は，生徒の学校適応に関わる重要な関連要
因であることから（都丸・庄司，2005），教師側の視点を考慮した研究が，今後の高校におけ
る学校適応研究には必要であると考えられる。

（2）学校適応の関連要因
　本研究で対象とした研究の中では，学校適応の関連要因を検討した研究が最も多く，学校
適応には様々な要因が関連していることが明らかとなった。以下，大対・大竹・松見（2007）
の学校適応の3水準モデルに基づき，個人の関連要因・家庭の関連要因（水準1）と学校内の
関連要因（水準2）に分けて，学校適応（水準3）との関係について検討を加えていく。
　生徒の行動的機能である水準1においては，スキルやレジリエンスに着目した研究が多かっ
た。この背景には，教育課程やトレーニング，教師の働きかけによって，生徒の行動的機能
を身に付けさせ，学校適応を促すことができるという前提があると考えられる。その一方で，
性格やこだわり等の生徒のパーソナリティ特性と学校適応の関連性を指摘する研究もあっ
た。しかし，個人のパーソナリティ特性はスキルやレジリエンスとは異なり，トレーニング
をすることが困難であると考えられることから，生徒理解においては重要な視点であるもの
の，生徒側に学校適応の責任を押し付けてしまわないよう，十分な注意が必要である。さらに，
生徒が育ってきた家庭環境についても学校適応と関連があり，良好な家庭環境の生徒は学校
へ適応しており，良好ではない家庭環境の生徒は学校へ適応することが難しいことが示唆さ
れていた。
　続いて，環境と個人との関係である水準2においては，友人との関係との関連を検討してい
る研究が多く，どの研究においても友人との関係は学校へ適応する上で重要であることを示
唆していた。また，部活動や文化祭活動等に着目している研究も多く，特別活動に積極的に
参加している生徒が学校へ適応している傾向であった。特別活動が行われる背景には友人と
の関係が不可欠であり，これまでの学校適応研究においても友人との関係は学校へ適応する



22

上で重要な要因であることが指摘されていることから（古市，1991; 古市・玉木，1994; 酒井・
菅原・眞榮城・菅原・北村，2002; 大久保，2005），生徒が学校へ適応する上で友人との関係
は非常に重要であることがわかる。さらに，教師との関係については，進学率が低い非進学
校においては学校適応との関連があったが（藤原・河村，2014a），専門学科のある学校では
関連がなかった（竹綱・鎌原・小方・高木・高梨，2010）。先行研究でも，教師との関係は学
校によって学校適応との関連が異なることが指摘されており（大久保，2005），本研究で対象
とした研究においても同様に，学校によって異なる結果となった。一方，国外においては学
校毎に分けて分析をしていないため学校差についてはわからないが，Woolley, Kol, & Bowen

（2009）が，教師との関係が学校適応において極めて重要な要因であると指摘しており，本研
究で対象とした国外の研究においても教師との関係が学校適応へ重要な役割を果たしている
ことを示唆していた。そして，学業との関連を検討した研究については，進学校において学
校適応と関連があったが，非進学校では関連がなかった。先行研究でも，学業は学校によっ
て学校適応との関連が異なることが指摘されており（大久保，2005），本研究で対象とした研
究においても同様に，学校によって異なる結果となった。しかし，生徒の学校に対する主観
的な認知・評価・感情が不適応で，かつ学業も不適応になると，学校の特性に関係なく中退
するリスクが上がることから（藤原・河村，2014b; 敦川・花屋，2016），今後は複合的に学校
適応の関連要因を検討していくことが重要である。
　一方，入学直後から学校を拒絶する行動や態度をとり，学校に適応できないというよりも
むしろ積極的に学校に適応しない生徒がいることを考えると（Willis，1977/1996），生徒の
社会的背景にも目を向ける必要がある。例えば，Willis（1977/1996）は，学校文化に反発し
ている「野郎ども」の背景に，労働者階級の文化が根付いていることを示唆している。また，
Bourdieu & Passeron（1970/1991）は，生徒の出身家庭で長期的に伝達される文化資本が，生
徒の無意識の行動に影響を与え続けており，それが学校適応にも影響を与えていることを指
摘している。さらに，林嵜（2005）が学校適応に関する3つの社会学的文化モデルを提唱し
ている。1つ目は文化対立モデルであり，学校文化の担い手である教師と下位文化の担い手
である生徒との対立や衝突に，または学校に親和的な生徒文化と逸脱的な生徒文化との分化
や対立に視点を定める理論モデルである。2つ目は文化休戦モデルであり，教師と生徒との
対立や衝突が極力避けられているという事態に目を向ける理論モデルである。3つ目は文化
融合モデルであり，学校文化の担い手である教師と下位文化の担い手である生徒とが，衝突
やぶつかり合いといった相互作用を通じて新たな関係を常に作り出す理論モデルである。そ
して，非進学校では進学校と比べて中退率が高く（那須，1991），深谷・丸山（2011）は階層
化された社会の下流では，学力の階層差といった問題を超えて，学習意欲や学習に向けての
構えの格差があることを指摘している。古賀（2004）も非進学校でのエスノグラフィーで，
自律的に高校進学を行うことが難しい現状を報告し，学校不適応の事例という枠組みからで
はない中退理解の必要性を示唆している。本研究において，学校適応と家庭環境等との間に
関連がみられる研究があったが，家庭環境は学校内の関連要因ではないため，直接的な要因
とはならない。しかし，本研究で対象とした研究には，家庭環境がどのように学校適応に影
響を与えているのかについて実証したものはなかった。したがって，生徒が学校で振る舞う
行動の理由を検討する等，生徒の社会的背景をみる観点から学校適応を検討する必要がある。
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（3）学校適応が他の問題に及ぼす影響
　本研究では，学校適応の関連要因を検討した研究が多く，学校適応が他の問題に及ぼす影
響を検討した研究は少なかった。その中でも，学校適応が他の問題に及ぼす影響を検討した
研究の多くがキャリア意識等の進路に関わることに着目しており，どの研究においても学校
適応との関連がみられていた。その他，自己概念や役割満足感にも学校適応は影響を与えて
おり，生徒の学校生活全般に影響があると考えられる。一方，Sandstrom & Cillessen（2010）
が卒業後の社会適応との関連については，周囲からの人気がある生徒は卒業後の社会適応に
良い影響も悪い影響も与えていたことを明らかにしており，学校へ適応しているからといっ
て，社会にも適応しているというわけではない可能性を示唆していた。
　また，本研究で対象とした研究には，留年との関連を検討した研究がなかった。さらに，
中退との関連を検討した研究も非常に少なかった。本研究では学校適応研究を検索する際，
学校適応研究の動向を概観するために，タイトルに対して学校適応に関するキーワードを用
いた。そのため，中退研究の中で学校不適応が検討されることは考えられるが，学校適応を主
題とした研究では，過去10年は中退や留年を視野に入れている研究がなかったといえる。例
えば，学校に居場所があり学校に適応している感情を持つ生徒が，高校を卒業することに意
義を見い出せず，社会に出て働くことを選択して中退するケースは学校適応研究では十分に
検討されていないことが考えられる。一方，学校に居場所がなく学校に適応していない感情
を持つ生徒が，大学進学のために中退せずに学校に通い続けているケースは中退研究では十
分に検討されていないことが考えられる。今までの学校適応研究では，生徒が学校へ適応す
ることを前提に研究が進められ，学校適応が生徒の人生に対して正の影響を与えていると考
えられていたが，単純に正の影響を与えているわけではない可能性があることが考えられる。
　したがって，今後は高校在学中の学校適応が他の問題にどのような影響を及ぼしているの
か，さらに生徒が卒業や中退等，社会に出た後に対してどのような影響があるのかを詳細に
検討する必要がある。

（4）本論文のまとめ
　1980年から2012年の高校における国内の学校適応研究を概観した藤原・河村（2014c）は，
学校不適応問題から学校適応を捉えて先行研究を整理することで，学校適応に関する研究課
題と今後の方向性を明らかにすることを目的としていた。各学校の特性と学校適応との関連
を検討した研究を概観し，進学率や学力等の学校タイプによって，学校適応にも違いがある
ことを明らかにしていた。また，中退との関連を検討した研究を整理し，中退には学校不適
応が関連している一方，学校生活で学校不適応を感じる場面が少ない生徒も中退する危険性
があると述べていた。さらに，個人要因との関連を検討した研究を概観し，ソーシャルスキ
ルが学校適応を促進することを示唆していた。そして，全体を通して，尺度作成をした研究
が多いことと，特定の調査対象校から得られた研究知見にも関わらず，過度な一般化をして
いることを指摘している。
　本研究は，2010年以降の高校における国内外の学校適応研究を整理することで，現在の研
究動向を掴み，今後の研究課題を指摘することを目的とした。学校適応の実態把握をした研
究を整理した結果，学校タイプや学年によって生徒の学校適応の様相が異なることが示唆さ
れていた。また，学校適応の関連要因を検討した研究を整理すると，学校適応の関連要因は
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多岐にわたって検討されていた。さらに，学校適応が他の問題に及ぼす影響を検討した研究
を概観すると，在学中の学校適応が卒業後にまで影響を与えていることが指摘されていた。
そして，尺度を作成した研究はほとんどなく，生徒の学校適応を測定する尺度はある程度網
羅されたといえる。本研究は，学校の特性が大きく異なる高校でも（藤原・河村，2014c），学
校タイプを超えて学校適応を比較可能である主観的な認知・評価・感情の観点から学校適応
を捉えることで（大対・大竹・松見，2007），多岐にわたっている学校適応の関連要因を整理
することができた（Figure 1）。加えて，学校適応の関連要因を整理することで，学年差，教
師側の視点，生徒の社会的背景を考慮して，高校における学校適応を検討する必要性が明ら
かとなった。同時に，学校適応が要因となって他の問題に与える影響を検討することが重要
であることもわかった。さらに，全体を通してみると藤原・河村（2014c）で指摘されてい
たように，高校の多様性を考慮することも，未だに不十分であることを指摘した。
　高校は小学校や中学校の義務教育段階とは異なり，入学するためには入学選抜試験に合格
することが条件となっている。そのため，入学時点の試験によって各学校の学力差が著しく

（桑原，2006），同時に進学校，進路多様校，非進学校というように高校卒業時の進学率や社会
的背景にも違いが表れている（荒牧，2002）。また，高校は進級や卒業するためには一定基準
に達する履修と修得をすることが条件となっていることから，小学校や中学校の義務教育段
階とは異なり，留年や中退がある。特に，定時制や通信制を含む非進学校のような高校の場合，
学校適応に困難を抱える生徒が多く，高校進学率が98%を超える現在においても中退率が高
い（那須，1991）。さらに，中退した生徒の多くが1年生の時に中退しており，中退理由も学校
不適応に関することが多い状況の中（文部科学省，2018），定時制や通信制等の非進学校の教
育現場では，教師が生徒の社会的背景を考慮しながら，日々生徒と向き合っている（小島・
篠原，2011）。
　したがって，今後の高校における学校適応研究は，何らかの事情（家庭内葛藤・経済的困
窮など）を抱える生徒が多い定時制や通信制を含む非進学校に焦点をあて（青砥，2009），教
育現場で日々生徒と接している教師側の視点も取り入れながら，研究を進めていくことが重
要であると考えられる。
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Abstract
　The purpose of this study is to grasp the research trend of school adjustment research in 
high schools in Japan and overseas and to suggest future research subjects. Specifically, we 
surveyed studies that investigated the reality of school adjustment, related factors, and the 
effects of school adjustment on other problems. As a result, it was suggested that the aspect 
of school adjustment of students differs depending on the school type and grade, and that 
there are various factors related to school adjustment. It was also pointed out that school 
adjustment while still in school had an effect until after graduation. In non-advanced schools, 
where many students have social background difficulties, students face school adjustment 
problems soon after admission, and sometimes they are adapted by teachers' work, and 
sometimes they become repeat years or dropouts. However, so far, school adjustment studies 
have not considered the perspectives of teachers, viewpoint of student social background, 
repeat years and dropouts. Therefore, it was suggested that in the future, it is necessary 
to consider the diversity of high schools and the difference in grades, consider repetition 
and dropout, and consider from the perspective of teachers and the social background of 
students.


